
平
成
29
年
度
　

市
の
決
算
状
況

　
９
月
10
日
か
ら
10
月
2
日
ま
で
開
か
れ
た
市
議
会
第
３
回
定
例
会
で
、

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
な
ど
９
会
計
の
決
算
が
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ

こ
で
は
、
決
算
の
内
容
を
財
政
の
健
全
度
を
示
す
各
種
指
標
と
併
せ
て
紹

介
し
ま
す（
金
額
は
、
１
万
円
未
満
を
四
捨
五
入
し
て
い
ま
す
）。

市税
31億1,099万円

（14.2％）

市税
31億1,099万円

（14.2％）
繰入金
15億5,948万円

（7.1％）

繰入金
15億5,948万円

（7.1％）

繰越金
9億 821万円

（4.1％）

繰越金
9億 821万円

（4.1％）
歳入総額
219億

3,324 万円 その他の自主財源
10億2,655万円

（4.7％）

その他の自主財源
10億2,655万円

（4.7％）

地方交付税
81億7,189万円

（37.2％）

地方交付税
81億7,189万円

（37.2％）

依存財源
69.9％

依存財源
69.9％

市債
23億4,370万円

（10.7％）

市債
23億4,370万円

（10.7％）

国庫支出金
26億7,088万円

（12.2％）

国庫支出金
26億7,088万円

（12.2％）

県支出金
13億3,859万円

（6.1％）

県支出金
13億3,859万円

（6.1％）

その他の依存財源
8億 295万円

（3.7％）

その他の依存財源
8億 295万円

（3.7％）

自主財源
30.1％

自主財源
30.1％

歳出総額
212億

7,088 万円

議会費
1億7,725万円

（0.8％）

議会費
1億7,725万円

（0.8％）

総務費
30億3,762万円

（14.3％）

総務費
30億3,762万円

（14.3％）

民生費
49億4,710万円

（23.3％）

民生費
49億4,710万円

（23.3％）

衛生費
17億 922万円

（8.0％）

衛生費
17億 922万円

（8.0％）労働費
36万円

（0.0％）

労働費
36万円

（0.0％）
農林水産業費
16億 924万円

（7.6％）

農林水産業費
16億 924万円

（7.6％）

商工費
9億9,556万円

（4.7％）

商工費
9億9,556万円

（4.7％）

土木費
33億1,163万円

（15.6％）

土木費
33億1,163万円

（15.6％）

消防費
12億8,616万円

（6.0％）

消防費
12億8,616万円

（6.0％）

教育費
12億6,364万円

（5.9％）

教育費
12億6,364万円

（5.9％）

災害復旧費
6,581万円

（0.3％）

災害復旧費
6,581万円

（0.3％） 公債費
28億6,728万円

（13.5％）

公債費
28億6,728万円

（13.5％）

　
歳
出
で
一
番
多
く
の
割
合
を
占
め
る
の

が
、民
生
費
の
4９
億
４
７
１
０
万
円（
23
・

３
％
）で
、子
育
て
支
援
、障
が
い
者
や
高

齢
者
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
生
活
保
護
な
ど

の
た
め
に
使
わ
れ
ま
し
た
。
次
に
多
い
の

が
、土
木
費
の
3３
億
１
１
６
３
万
円（
1５
・

６
％
）で
、
除
雪
や
橋
き
ょ
う
り
ょ
う
梁
補
修
、
市
道
改

修
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

　
前
年
度
に
比
べ
、
大
き
く
増
加
し
た
の

が
、消
防
費
の
１２
億
８
６
１
６
万
円（
６
・

０
％
、
対
前
年
度
比
６２
・
３
％
増
）で
す
。

防
災
行
政
無
線
を
、
ア
ナ
ロ
グ
方
式
か
ら

デ
ジ
タ
ル
方
式
へ
切
り
替
え
る
工
事
の
実

　
　
前
年
度
に
比
べ
自
主
財
源 

　
　
比
率
が
0
・
3
㌽
の
上
昇

　
29
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入（
収
入
）は
、

２
１
９
億
３
３
２
４
万
円
で
し
た
。

　
一
番
多
く
の
割
合
を
占
め
る
の
は
、
地

方
交
付
税
の
8１
億
７
１
８
９
万
円（
37
・
２

％
）で
、
前
年
度
よ
り
４
億
１
２
４
９
万
円

（
対
前
年
度
比
４・８
％
減
）少
な
く
な
っ
て

い
ま
す
。
次
に
多
い
の
が
、
市
税
の

3１
億
１
０
９
９
万
円（
14
・
２
％
、
対
前
年

度
比
２・２
％
増
）で
、３
番
目
が
国
庫
支
出

金
の
26
億
７
０
８
８
万
円（
１２・２
％
、対
前

年
度
比
３１
・
５
％
増
）で
し
た
。

　
歳
入
の
う
ち
、自
主
財
源
は
66
億
５
２
３

万
円（
３０
・
１
％
）で
、依
存
財
源
が
１
５
３

億
２
８
０
１
万
円（
69
・
９
％
）と
な
り
、前

年
度
に
比
べ
、自
主
財
源
比
率
が
０
・
３
㌽

多
く
な
り
ま
し
た
。

　
　
防
災
行
政
無
線
な
ど
を
整
備 

　
　
消
防
費
が
６２
・
３
％
の
増
加

　
一
般
会
計
の
歳
出（
支
出
）は
、
２
１
２

億
７
０
８
８
万
円
で
し
た
。

平成29年度特別会計・企業会計の決算状況
会 計 名 収 入 額 支 出 額

国民健康保険（事業勘定） 39億7,300万円 38億6,455万円
国民健康保険（診療施設勘定） 2億4,692万円 2億2,150万円
後期高齢者医療 ２億7,021万円 2億6,856万円
公共下水道事業 5億1,472万円 4億6,141万円
農業集落排水事業 6億2,238万円 6億　　686万円
浄化槽事業 6,473万円 5,913万円
水道事業 収益的収支 5億7,497万円 5億2,688万円

資本的収支 2億1,566万円 3億6,441万円
西根病院事業 収益的収支 8億4,451万円 8億1,373万円

資本的収支 1億1,815万円 1億2,822万円

歳入

※各数値は、１万円未満を四捨五入しているため、合計金額が一致しない場合があります。

施
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
グ
ラ
フ
に
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
財
政
の

弾
力
性
を
示
す
経
常
収
支
比
率
は
、
前
年

度
よ
り
４
・
０
㌽
上
昇
し
、
９２
・
６
％
、

財
政
力
指
数
は
前
年
度
と
同
じ
０
・
29
で

し
た
。
ま
た
、
地
方
債
残
高
は
前
年
度
よ

り
４
億
３
４
０
７
万
円
減
少
し
、
１
７
４

億
９
２
７
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
市
は
、
よ
り
一
層
の
経
費
削
減
な
ど
に

努
め
、
今
後
も
効
率
的
な
行
財
政
運
営
を

目
指
し
て
い
き
ま
す
。

　
詳
し
く
は
、
市
役
所
企
画
財
政
課
財
政

係（
☎
・
内
線
１
２
０
５
）ま
で
。

財政の健全度を表す指標

歳入歳出

自主財源…市が自主的に収入できる財源　　依存財源…国や県などから交付される財源

歳出

❶経常収支比率　人件費や扶助費、公債費の義務的経
費などに充てる一般財源の額を一般財源の総額で割っ
たものです。数値が低いほど財政運営に弾力性があり、
政策的に使えるお金が多くあることを示しています。
❷財政力指数　市税などの基準財政収入額を基準財政
需要額で割って得た数値の過去３カ年の平均値です。
数値が高いほど財源に余裕があることを示しています。
❸実質公債費比率　地方債の償還金などを標準財政
規模で割ったものです。本市は前年度より1.8㌽多い
12.7％です。
❹将来負担比率　現在抱えている負債の大きさを標準
財政規模で割ったものです。本市は前年度より2.2㌽
多い8.6％です。
❺資金不足比率　下水道など公営企業会計の資金不足
を事業の規模と比較したものです。本市は資金不足の
会計はありません。
※標準財政規模とは
　市が標準的な状態で通常収入されると見込まれる経
常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入などに
普通交付税を加算した額となります。財政の指標とな
る❸から❺までの比率を計算するための分母となる数
字です。
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